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本日の構成

Part Part Ⅰ　Ⅰ　本日のプレゼンテーション本日のプレゼンテーション

『会社分割の内容』

事業再生支援の取組強化（狙いと効果）

会社分割の全体像

銀行代理店の活用

税効果会計への影響

『業績関連』

国内預貸金平残・利回り

国内預貸金の金利感応別内訳

有価証券

営業関連計数（住宅ローン・資産運用商品）

経費

県内マーケットシェア

『その他』

『中小企業金融の円滑化』に向けた取組み①

『中小企業金融の円滑化』に向けた取組み②

マクロ指標 ① 鉱工業生産・企業倒産

マクロ指標 ② 県内貸出金・預金

Part Part Ⅱ　Ⅱ　補足説明資料補足説明資料『事業再生事業等に係る会社分割の内容』

事業再生支援の取組強化スキーム

分割資産の概要

分割資産の承継体制

不良債権比率・自己資本比率の状況

財務インパクト

『2008年度業績予想』

損益見込み

市場関連損益

信用コスト

営業概況 ① 国内預貸金・有価証券

営業概況 ② 資産運用商品

『中計最終年度の着地見込み』

第二次中計最終年度の見込み

不良債権比率の見込み

自己資本の見込み

グループ経営体制の確立 ① 事務・システム統合

グループ経営体制の確立 ② 第二次中計の総仕上げ

本日のスピーカー　取締役会長兼社長　谷　正明

　取締役　　　　　　　　　吉戒　孝

　執行役員経営企画部長　　吉田　泰彦
出 席 者
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Part ⅠPart Part ⅠⅠ

プレゼンテーションプレゼンテーション
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事業再生支援の取組強化スキーム

福岡銀行 熊本ファミリー
銀行

親和銀行

事業 事業
事業再生事業

不良債権関連事業

ふくおかＦＧ

銀行代理店銀行代理店

熊本ファミリー銀行及び親和銀行の事業再生事業等を会社分割
により福岡銀行に承継（吸収分割）させる。

福岡銀行に、グループにおける「事業再生・不良債権関連事業」
の組織・業務・事業資産を結集させて一元的に運営する。

熊本ファミリー銀行及び親和銀行は、預金・為替取引のご提供
や銀行代理店による融資相談窓口としてのリレーションを維持

吸収分割契約と銀行代理店契約 分割による貸出資産の承継

吸収分割 吸収分割

分　割

KFB SWB
債務者先数 531先 778先

融資残高 約660億円 約2,040億円

（総貸出金に占める割合） 約7％ 約15％

部分直接償却後 約540億円 約1,650億円

分割貸出金規模 分割会社

債務者先数

融資残高
部分直接償却後

承継貸出金規模
承継会社

BOF

1 ,309先

約2,700億円

約2,200億円

統合後のグループ経営体制整備の　
総仕上げ

シングルプラットフォーム ／ マルチ

ブランドの一体経営体制確立

顧客リレーションの強化

事業再生ニーズへの対応

顧客サービスの３行協調体制　　　　
（銀行代理店）　

位置づけ

［吸収分割契約：2008年12月26日・効力発生日：2009年2月13日］

［銀行代理店契約：2009年1月26日・代理店業務開始日：2009年2月2日］

2008年9月末現在の分割対象貸出金による試算値

会社分割会社分割
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20億 ～

32%

10億 ～ 20億

17%

3億 ～ 10億

24%

0.5億 ～ 3億

23%

～ 0.5億

4%

分割資産の概要

正常先

4%要注意先

8%

要管理先

26%

破綻懸念先

29%

実破・破綻先

33%

96
197

126 18557

125

498 661
694

500

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

正常先 要注意先 要管理先 破綻懸念先 実破・破綻先

SWB
KFB

債務者区分別残高内訳

■ 残高比率

■ 残　高

約2,700億円 約2,700億円

■ 残高比率 ■ 先数比率

（114）

（607）
（651）

（470）

（848）

（107）

（221）

（695）

（787）

（879）

単位：億円 単位：億円

2008年9月末現在の分割対象貸出金による試算値

10億 ～ 20億

2%

20億 ～

2%

3億 ～ 10億

10%

0.5億 ～ 3億

36%

～ 0.5億

50%

与信金額階層別残高・先数内訳

45

232
293

86
68

375
358

385

848

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

～ 0.5億円 0.5億円 ～ 3億円 3億円 ～ 10億円 10億円 ～ 20億円 20億円 ～

SWB

KFB

■ 残　高

1,309先

■ 先数比率

2008年9月末現在の分割対象貸出金による試算値

分割対象となる債務者は、原則として不良債権に区分される全先が対象。（一部与信金額の下限あり）

与信金額10億円以上の取引先が、分割貸出金残高全体の約50％を占める。（先数比率では4％程度）

分割対象となる債務者は、原則として不良債権に区分される全先が対象。（一部与信金額の下限あり）

与信金額10億円以上の取引先が、分割貸出金残高全体の約50％を占める。（先数比率では4％程度）

会社分割会社分割

単位：億円
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福岡銀行の事業再生・不良債権処理部門は、承継資産及び既存の不良債権を一元的に所管し再生支援等を加速化。

福岡銀行28ヶ店に承継（熊本・長崎・佐世保・鹿児島・佐賀・本店・久留米・北九州の主要８ヶ店とその他20ヶ店）

熊ファミ・親和を福岡銀行の「銀行代理店」に（熊ファミ60ヶ店、親和72ヶ店を予定）。

福岡銀行の事業再生・不良債権処理部門は、承継資産及び既存の不良債権を一元的に所管し再生支援等を加速化。

福岡銀行28ヶ店に承継（熊本・長崎・佐世保・鹿児島・佐賀・本店・久留米・北九州の主要８ヶ店とその他20ヶ店）

熊ファミ・親和を福岡銀行の「銀行代理店」に（熊ファミ60ヶ店、親和72ヶ店を予定）。

分割資産の承継体制

福岡銀行福岡銀行

事業再生・不良債権関連事業

与信案件の審査・問題債権管理

事業再生方針の立案・直接交渉

福銀

本部

新取引銀行（福銀）と代理店（熊ファミ・親和）の業務分担

新・取引店（勘定保有店）

営業フロント業務（渉外・顧客
サービス提供）

融資検討・事後管理

オペレーション・債権書類管理

福銀

営業店

営業フロント業務（コンタクトポイント）
与信に関する各種書類・現物の受付

契約書の徴求・意思確認

福銀への書類回付

各種相談受付け

決算書類等の徴求

その他顧客情報の収集　等

熊ファミ

親　和

代理店

　

　

営業店
（旧債務者取引店）

事業再生・不良債権関連部門

事業再生・健全化支援
オフバランス

営業店
（新債務者取引店）（新債務者取引店）

銀行代理店銀行代理店

書類・情報等の授受など（いわゆる受付業務まで）

再生計画策定
稟議手続きなど

分割対象資産の勘定保有

熊ファミ熊ファミ

分
割
の
対
象
と
な
る
お
取
引
先
（
熊
フ
ァ
ミ
・
親
和　

現
顧
客
）

分
割
の
対
象
と
な
る
お
取
引
先
（
熊
フ
ァ
ミ
・
親
和　

現
顧
客
）

融資窓口維持融資窓口維持

従来通りの

リレーション

新しい

リレーション

親　和親　和

出向者出向者2929名名
グループ内の組
織・人員・資産の
一元化で機能強
化

再
生
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
・
利
便
性
の
維
持
／
事
業
再
生
支
援
の
加
速
化

福銀28ヶ店で承
継予定
熊ファミ・親和か
らの出向者受入
によるフォロー体
制

福銀代理店とし
て顧客利便性を
維持
熊ファミ60ヶ店
親和72ヶ店

出向者出向者3434名名

会社分割会社分割
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不良債権比率・自己資本比率の状況

会社分割により、分割会社の不良債権比率は、熊ファミ 【5.4％⇒1.5％】、親和【13.4%⇒3.3%】と大幅に低下。

また会社分割により実施する子銀行増資により、熊ファミの自己資本比率は8％台まで上昇。中計最終年度の自己資本比率
は、福銀10％水準、熊ファミ及び親和は9％水準を確保。

会社分割により、分割会社の不良債権比率は、熊ファミ 【5.4％⇒1.5％】、親和【13.4%⇒3.3%】と大幅に低下。

また会社分割により実施する子銀行増資により、熊ファミの自己資本比率は8％台まで上昇。中計最終年度の自己資本比率
は、福銀10％水準、熊ファミ及び親和は9％水準を確保。

1,199 1,087
1,315 1,452

3,225

2.2%
1.9%

2.5%2.3%

0

2,000

4,000

07/3月末 07/9月末 08/3月末 08/9月末 08/9月末

開示不良債権額

不良債権比率（部直後）

2,154

2,791

2,232
1,781

379

15.7%

13.4%

19.0%

13.6%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

07/3月末 07/9月末 08/3月末 08/9月末 08/9月末

開示不良債権額

不良債権比率（部直後）

568
501 535 505

134

5.7%
5.2% 5.4%5.7%

0

500

1,000

1,500

2,000

07/3月末 07/9月末 08/3月末 08/9月末 08/9月末

開示不良債権額

不良債権比率(部直後)

福岡銀行の不良債権比率推移 熊本ファミリー銀行の不良債権比率推移 親和銀行の不良債権比率推移

9.6

8.4

9.6
8.8

11.2

8.68.4

9.7

 07/3  07/9  08/3  08/9 09/3見込 10/3見込

6.6 6.3 6.1
6.5

3.9 3.83.53.6

 07/3  07/9  08/3  08/9 09/3見込 10/3見込

8.9
8.0

6.5
5.7

5.1
4.4

3.2
2.8

 07/3  07/9  08/3  08/9 09/3見込 10/3見込

福岡銀行の連結自己資本比率推移 熊本ファミリー銀行の連結自己資本比率推移 親和銀行の連結自己資本比率推移

会
社
分
割　
　

会
社
分
割　
　

会
社
分
割　
　

1.5%

5.3%

3.3%

10％程度

9％程度

9％程度

7％程度

8％半ば

6％半ば

9％程度

5％半ば

信用リスク：基礎的内部格付手法

オペリスク：粗利益配分手法

信用リスク：標準的手法

オペリスク：粗利益配分手法

信用リスク：標準的手法

オペリスク：粗利益配分手法

※分割対象貸出金の20年9月末残高をKFB・SWBからBOFに分割した場合

（億円） （億円） （億円）

（※） （※） （※）

会社分割会社分割

自己資本比率

TierⅠ比率

自己資本比率

TierⅠ比率

自己資本比率

TierⅠ比率
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財務インパクト

熊本ファミリー銀行熊本ファミリー銀行熊本ファミリー銀行 親和銀行親和銀行親和銀行福岡銀行福岡銀行福岡銀行FFG合算FFGFFG合算合算

不良債権比率
（分割前⇒分割後）※08/9基準

自己資本比率

（08/9実績⇒09/3見込み）

貸出金（部直後）

繰延税金資産

（分割時）

将来減算一時差異

（分割時）

資金利益

（年額ベース）

税効果会計

（08年度）

主
な
分
割
資
産

財
務
イ
ン
パ
ク
ト
見
込
み

変化無し

変化無し

変化無し

＋2,200億円程度

＋245億円程度

＋1,700億円程度

▲540億円程度

▲73億円程度

▲230億円程度

▲1,650億円程度

▲172億円程度

▲1,470億円程度

変化無し ＋33億円程度 ▲4億円程度 ▲33億円程度

＋415億円程度 ＋250億円程度 ＋45億円程度 ＋120億円程度

変化無し 2.5％⇒5.3％ 5.4％⇒1.5％ 13.4％⇒3.3％

8.9％⇒9％台 9.6％⇒9％台半ば 6.5％⇒8％台半ば 8.9％⇒9％台

会社分割会社分割
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計画比 前年比 計画比 前年比 計画比 前年比 計画比 前年比

業務粗利益 1,744 ▲ 233 ▲ 146 1,228 ▲ 119 ▲ 31 230 ▲ 26 ▲ 31 286 ▲ 88 ▲ 86

資金利益 1,654 1 ▲ 21 1,130 20 47 220 ▲ 6 ▲ 18 304 ▲ 13 ▲ 51

うち国内部門 1,596 2 ▲ 37 1,075 22 32 220 ▲ 5 ▲ 18 302 ▲ 15 ▲ 51

非金利収益 90 ▲ 237 ▲ 126 99 ▲ 139 ▲ 77 10 ▲ 24 ▲ 14 ▲ 18 ▲ 75 ▲ 35

うち資産運用商品 75 ▲ 52 ▲ 28 48 ▲ 39 ▲ 22 11 ▲ 11 ▲ 5 16 ▲ 2 ▲ 1

うち債券関連 ▲ 148 ▲ 148 ▲ 62 ▲ 87 ▲ 87 ▲ 33 0 0 0 ▲ 61 ▲ 61 ▲ 30

経費 ▲ 1,175 ▲ 10 6 ▲ 736 ▲ 9 ▲ 8 ▲ 170 ▲ 1 9 ▲ 269 0 6

業務純益 525 ▲ 278 27 460 ▲ 160 ▲ 143 50 ▲ 30 ▲ 37 17 ▲ 88 208

コア業務純益 720 ▲ 95 ▲ 75 580 ▲ 40 ▲ 6 60 ▲ 30 ▲ 22 80 ▲ 25 ▲ 48

臨時損益 ▲ 467 ▲ 272 799 ▲ 290 ▲ 200 16 ▲ 70 ▲ 30 115 ▲ 107 ▲ 42 668

▲ 38 ▲ 38 180 30 30 180 ▲ 27 ▲ 27 ▲ 5 ▲ 42 ▲ 42 4

経常利益 60 ▲ 548 827 170 ▲ 360 ▲ 127 ▲ 20 ▲ 58 79 ▲ 90 ▲ 130 875

特別損益 ▲ 60 22 10 ▲ 25 8 0 ▲ 20 16 ▲ 15 ▲ 15 ▲ 2 25

税引前当期利益 0 ▲ 526 837 145 ▲ 351 ▲ 127 ▲ 40 ▲ 42 63 ▲ 105 ▲ 133 900

法人税等 325 517 495 145 342 243 45 42 98 135 133 154

415 415 415 250 250 250 45 45 45 120 120 120

当期純利益 325 ▲ 10 1,332 290 ▲ 10 116 5 0 162 30 0 1,055

信用コスト 370 200 ▲ 830 330 250 237 40 0 ▲ 99 0 ▲ 50 ▲ 968

経常収益 2,900 140 122

経常費用 2,865 635 346

92 0 31

経常利益 35 ▲ 495 ▲ 224

連結当期純利益 260 10 247

FY08
見込

FY08
見込

親和銀行（単体）
FY08
見込

熊本ファミリー銀行（単体）福岡銀行（単体）３行単体合算
FY08
見込

うち株式関連損益

うちのれん償却費

うち分割に伴う税効果

損益（３行単体合算）

損益見込み

損益（ＦＦＧ連結） 　経常利益計画比マイナス要因
【市場関連】資産運用商品販売手数料、

債券関係損益、株式関係損益、仕
組ﾛｰﾝ、CDO減損

【その他】会社分割影響▲13（福岡＋5、
熊本F▲8、親和▲10）他

（単位：億円）

福岡 熊本Ｆ 親和

経常利益 ▲ 548 ▲ 360 ▲ 58 ▲ 130

市場関連 ▲ 260 ▲ 100 ▲ 50 ▲ 110

信用コスト ▲ 200 ▲ 250 0 50

その他 ▲ 88 ▲ 10 ▲ 8 ▲ 70

３行合算

０８年度業績予想０８年度業績予想
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市場関連損益 ０８年度業績予想０８年度業績予想

AAA
54%

AA
38%

A
5%

BBB
1%

その他
2%

08年度中間期 08年度見込み

3行合算 福岡 熊本F 親和 3行合算 福岡 熊本F 親和

債券関係 ▲ 80 ▲ 81 ▲ 55 3 ▲ 30 ▲ 147 ▲ 148 ▲ 87 0 ▲ 61

売却益 25 25 20 3 2 27 27 22 3 2

売却損・償還損 ▲ 63 ▲ 64 ▲ 54 ▲ 0 ▲ 10 ▲ 71 ▲ 72 ▲ 59 ▲ 3 ▲ 10

減損 ▲ 42 ▲ 42 ▲ 21 0 ▲ 22 ▲ 103 ▲ 103 ▲ 50 0 ▲ 53

（うちCDO） (▲ 37) (▲ 37) (▲ 21) (0) (▲ 16) (▲ 84) (▲ 84) (▲ 50) (0) (▲ 34)

株式関係 75 86 69 3 14 23 ▲ 38 30 ▲ 27 ▲ 42

売却益 84 99 71 6 22 - 110 81 6 22

売却損 ▲ 4 ▲ 6 0 0 ▲ 6 - ▲ 15 ▲ 7 0 ▲ 8

減損 ▲ 4 ▲ 7 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 70 ▲ 133 ▲ 44 ▲ 33 ▲ 56

デリバティブ ▲ 17 ▲ 17 0 ▲ 11 ▲ 6 ▲ 23 ▲ 23 ▲ 3 ▲ 13 ▲ 6

合計 ▲ 22 ▲ 12 14 ▲ 5 ▲ 21 ▲ 146 ▲ 210 ▲ 60 ▲ 39 ▲ 108

FFG
（連結）

FFG
（連結）

期末の日経平均
株価8,000円程
度を想定した　
水準

仕組ローン等の
評価損益

CDO簿価推移

外債等　格付別内訳（9月末残高　4,984億円）
【有価証券の減損基準】

※その他有価証券で時価があるものの減損基準は、20年4月より

発行体の自己査定区分に応じて以下のとおり定めております。

①正常先

取得原価と比べて50％以上下落または、30％以上50％未満

下落したもので市場価格が一定水準以下で推移等

②要注意先

　取得原価に比べて30％以上下落

③破綻懸念先以下

　取得原価に比べて下落

証券化商品内訳（9月末残高　3,008億円）

13銘柄

14銘柄
116

14銘柄
162

0

50

100

150

200

20/3 20/9 21/3

減損見込み

11銘柄

約50億円

（億円）

RMBS
17% CMO

13%

CMBS
45%

CDO
4%

ABS
21%



10Fukuoka Financial Group

信用コスト

33 93 137 193
330

686

139

40

843

968

14 26

▲ 35

35

▲ 100

100

300

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

FY06 FY07 FY08上 FY08下E FY08E

1,562

1,200

116
254 370

親和銀行

熊本Ｆ銀行

福岡銀行

福岡 熊本F 親和

新規倒産 118 78 17 23

格下 278 121 38 119

率影響等 4 7 1 ▲ 4

担保下落 17 2 2 13

小 計 416 207 58 151

格上 ▲ 85 ▲ 49 ▲ 16 ▲ 20

回収等 ▲ 214 ▲ 21 ▲ 28 ▲ 165

小 計 ▲ 299 ▲ 70 ▲ 44 ▲ 185

合 計 116 137 14 ▲ 35

3行合算

増
加
要
因

減

少

要

因

３行合算信用コスト推移（要因別）

３行合算信用コスト推移（銀行別）

ＦＹ０８上信用コスト内訳（実績）

ＦＹ０８　信用コスト内訳（見込み）

▲ 150
▲ 356 ▲ 214 ▲ 290

1,079 978

345
293

380
191 189

115

17 6
23

220

102118

85

74

37

334

84

189
25

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

FY06 FY07 FY08上 FY08下E FY08E

1,562

1,200

116
254

370

▲76回収･ﾊﾞﾙｸ戻り等

格付変動等

担保下落

新規倒産

貸倒実績率変動

ＤＣＦ引当

福岡 熊本F 親和

新規倒産 220 150 30 40

格下 540 255 85 200

率影響等 37 40 1 ▲ 4

担保下落 23 5 4 14

小 計 820 450 120 250

格上 ▲ 160 ▲ 80 ▲ 40 ▲ 40

回収等 ▲ 290 ▲ 40 ▲ 40 ▲ 210

小 計 ▲ 450 ▲ 120 ▲ 80 ▲ 250

合 計 370 330 40 0

3行合算

増
加
要
因

減

少

要

因

０８年度業績予想０８年度業績予想

（単位：億円）

（単位：億円）
（単位：億円）

（単位：億円）
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営業概況　① 国内預貸金・有価証券

国内貸出金平残国内貸出金平残国内貸出金平残 国内預金・ＮＣＤ平残国内預金・ＮＣＤ平残国内預金・ＮＣＤ平残 国内有価証券平残国内有価証券平残国内有価証券平残

51,861 54,811 57,800
9,829 9,472 9,150

58,100

9,350

13,450
15,653 14,501 12,900

2.1

2.2

2.1
2.2

FY06 FY07 FY08見込 FY08計画

77,343 78,784 79,850 80,900

（年率） （1.9％） （1.3％）

14,839
12,409 12,260

1,977
2,348 2,290

12,600

2,300

6,000
5,942

5,742 5,950

1.1 1.0 1.1 1.1

FY06 FY07 FY08見込 FY08計画

22,759

20,499 20,500 20,900

67,273 69,465 71,200
11,967 11,679 10,950

71,550

11,600

19,15021,620 20,798 19,250

0.2

0.3 0.3
0.3

FY06 FY07 FY08見込 FY08計画

（年率） （1.1％） （▲0.6％）

100,859 101,943 101,400 102,300

利回り

福岡 熊ファミ 親和

（億円・％） （億円・％） （億円・％）

住宅ローン実行額住宅ローン実行額住宅ローン実行額

2,057 1,911
2,250

2,000

418
378

480
560

471
463

430
440

FY06 FY07 FY08見込 FY08計画

2,946
2,752

3,160
3,000

（億円） （億円）

計 画 比

 国 内 資 金 利 益 1 ,5 9 4 1 ,5 9 6 ＋  2

 預 貸 金 1 ,438 1 ,432 ▲  6

 貸 出 金 1 ,754 1 ,717 ▲  36

（ ▲ ） 預 金 ▲  316 ▲  286 ＋  31

219 224 ＋  5 有 価 証 券

FY0 8 見 込FY0 8 計 画

国内資金利益の見通し （単位：億円）

08年度 会社分割影響額

熊ファミ　▲70

親和　▲220

会社分割考慮後

法人流動性控除後（0.4％）

国内預金種類別国内預金種類別国内預金種類別

54,365 53,860 53,110

46,495 48,083 48,290

（億円）

FY06 FY07 FY08見込

100,859 101,943 101,400

流動性 固定性･NCD

０８年度業績予想０８年度業績予想
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2,076

1,118 1,210

900

283

272
279

230

417

269
306

330

0

3,000

資産運用商品販売額（３行合算） 資産運用商品販売額（銀行別内訳）

福
岡
福
岡

熊
本
フ
ァ
ミ
リ
ー

熊
本
フ
ァ
ミ
リ
ー

親
和
親
和

（単位：億円）（単位：億円）

667

94 179 330

157

389 260 170

249

194 363 160

1,003

441 409
240

0

2,500

FY07上 FY07下 FY08上 FY08下 計

公共債販売額 外貨定期販売額

年金保険販売額 投資信託販売額

30 16 55 30
62

41 95101

55
151

62 65
50

132

118

0

500

FY07上 FY07下 FY08上 FY08下 計

97 65 36
10521

4038
37

155

110

282

167

94
75

1
0

600

2,076

1,118 1,210

900

283 272 279
230

417

270
306

330

1,460

1,795
1,660

2,776

営業概況　② 資産運用商品

FY07 上 FY07 下 FY08 上 FY08 下見込 FY07 上 FY07 下 FY08 上 FY08 下見込

福岡 熊ファミ 親和

FY07年度

4,436
FY08年度見込

3,255（計画比▲1,145）

資産運用商品販売額　計画比資産運用商品販売額　計画比

08計画 08見込 計画比

 投資信託 2,299 933 ▲ 1,366

 年金保険 1,131 961 ▲ 170

 外貨預金 470 627 157

 公共債 500 735 235

計 4,400 3,255 ▲ 1,145

３行合算

０８年度業績予想０８年度業績予想
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【
09
年
度
予
想
の
前
提
条
件
】

第二次中期経営計画最終年度（09年度）の見込み

ＦＦＧ第二次中計目標指標ＦＦＧ第二次中計目標指標

予想値目標値目標指標

５０％台後半50%台半ば３行合算ＯＨＲ

４％台後半～　
５％台半ば

6%程度連結ＲＯＥ

２％台半ば2%台半ば連結不良債権比率

２５０億円～　
３００億円程度

330億円連結当期純利益

その他指標その他指標

予想値目標値経営指標

６％程度6%程度ＴｉｅｒⅠ比率

９％以上9%程度自己資本比率
中計ｼﾅﾘｵ 予想ｼﾅﾘｵ 差異

翌日物金利 0.50% 0.10% ▲0.40%

1年TIBOR 0.95% 0.75% ▲0.20%

10年SWAP 1.60% 1.25% ▲0.35%

普通預金 0.20% 0.04% ▲0.16%

1年定期 0.39% 0.15% ▲0.24%

短ﾌﾟﾗ(BOF) 2.375% 1.975% ▲0.400%

日経平均株価 13,000円 9,000円 ▲4,000円

市場
金利

基準
金利金利水準等のマーケット環境や信用コストの動向等、現時点で不確定な要素があるた

め、目標値の利益関連項目はレンジで見込みを示しております。また、現在策定中の
09年度業務計画により、予想は更に変更となる可能性があります。

08年度に前倒し処理＋１０臨時／特別損益

）▲１３０（　小計

足下の増加傾向を織込み▲４０信用コスト

要因目標比

▲８０税引後ﾍﾞｰｽ影響

退職給付費用等増加▲１０経費

資産運用商品販売減少▲６０非金利収益

国内部門▲１３

国際部門▲１６
▲３０資金利益

評価性引当金の再ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ

（０～＋100程度）
税効果要因

内容

景気悪化による上ﾌﾞﾚ（０～▲50程度）信用コスト

政策金利引下げの影響は限定的

株式市況～投信等の販売増減（±10程度）

　　低下すれば減損発生（０～▲40程度）

マーケット

要因

２５０
億円

不
確
定
要
因

09
年
度
業
務
計
画
策
定

時
に
再
検
討

連
結
当
期
純
利
益

基
本
損
益
シ
ナ
リ
オ

中計最終年度の損益予想 (億円）

中計最終年度中計最終年度
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不良債権比率の見込み

会社分割により、分割会社の熊本ファミリー銀行・親和銀行の不良債権比率は低下、承継会社の福岡銀行の同比率は増加す
るが、FFGグループ全体（3行合算）では、現中期経営計画と同水準を維持。

　　⇒　スピードを緩めることなく、事業再生と不良債権問題解決の同時実現を目指す

会社分割により、分割会社の熊本ファミリー銀行・親和銀行の不良債権比率は低下、承継会社の福岡銀行の同比率は増加す
るが、FFGグループ全体（3行合算）では、現中期経営計画と同水準を維持。

　　⇒　スピードを緩めることなく、事業再生と不良債権問題解決の同時実現を目指す

1,820
1,518 1,357 1,199

1,190
918 785 568 501 535

2,197
1,974

1,899 2,154 2,791 2,232

1,4521,3151,087

505

1,781
2%台半ば

4％程度

6.4%

5.5%
5.0%4.9%

4.6%

5.4%5.1%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

04/3月末 05/3月末 06/3月末 07/3月末 07/9月末 08/3月末 08/9月末 09/3月末 10/3月末

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%
SWB
KFB
BOF
不良債権比率（部直後）

グループグループ33行合算の不良債権比率推移行合算の不良債権比率推移

計画 計画

（億円）

中計最終年度中計最終年度

5,207

4,410
4,041 3,921

4,379
4,082

3,738
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3,453
3,320

3,584

2,4632,507
2,442

8.39%
8.76% 8.92%

4.88%
5.14%

5.39%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

’07/9 ’08/3 ’08/9 ’09/3 '10/3

0%

2%

4%

6%

8%

10%

FFG設立後（07年4月）、TierⅠ資本は着実に増加

中計最終年度目安の自己資本比率9％、TierⅠ比率6％水準は利益の積上げで確保可能

FFG設立後（07年4月）、TierⅠ資本は着実に増加

中計最終年度目安の自己資本比率9％、TierⅠ比率6％水準は利益の積上げで確保可能

自己資本の見込み

（億円）

TierⅠTierⅠ

TierⅡTierⅡ

自己資本比率

TierⅠ比率

9％以上

6％程度

07/9
実績

08/3
実績

08/9
実績

09/3
予想

10/3
予想

【配賦リスク資本】

約3,200億円（TierⅠ×90％）

【バッファー資本】
約350億円（TierⅠ×10％）
※風評リスク等計測不能リスク

09/3末予想リスク量

約2.300億円

【ストレス損失リスク】

　　　約1.800億円
・信用リスク：約1,000億円

・市場リスク：約800億円

Ｔ
ｉ
ｅ
ｒ
Ⅰ

Ｔ
ｉ
ｅ
ｒ
Ⅱ

09/3
予想

【経済資本】

＝必要自己資本

（5,400億円程度）

約4,000

約2,450

今年度利益予想＝260億円

・信用コスト：約380億円

　うち予防引当：約100億円

・株式減損：約130億円

　日経平均前提：約8,000円

9％程度

5％半ば

中計最終年度中計最終年度
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グループ経営体制の確立 ① 事務・システム統合

事務・システム統合の狙い・効果事務・システム統合の狙い・効果

～統合シナジー効果の実現・最大化～

各種効率化の実現

営業スタイルの統一化

営業施策の企画･管理の統一化

各種商品・サービスの統一化

リスク管理手法の統一化

事務処理の共通化

バックオフィスによる営業店事
務の一括サポート

店頭営業体制のスリム化

攻めの営業体制の確立

顧客サービスの向上

　・多彩な金融サービス

　・タイムリーな商品提供

人員効率化

　・人員削減

　・営業戦力への再配置

　・パート比率の向上
　　（ローコストオペレーション）

【熊本ファミリー銀行】店頭業務の変化

380
290

140

170

45%

30%

0

650

統合前 統合後

15%

80%【熊本ファミリー銀行】 店頭営業Ｇ人員数の変化

行員

パート

パート比率

統合前 統合後

パート＋30

行員▲90

520
460

店頭Ｇ合計

＋15％
営業店1ヶ店あたり（全75ヶ店）

▲1.3

3.9

5.1

行員

6.12.3統合後

▲0.9

7.0

合計

＋0.4

1.9

パート

効果

統合前

合計▲60

（単位：人）

店頭Ｇ行員数の削減　▲90人

パート比率の向上　　＋15％

広島銀行 熊本Ｆ銀行

共同利用型基幹システム
システムバンキング九州共同センター

第二地銀
6行

親和銀行

福岡銀行

熊本Ｆ銀行

親和銀行

09/1完了

10/1実施

勘定系・情報系・対外接続 etc

離脱

熊ファミ・親和は福岡・広島の「共同利用型基幹システム」に参加

熊ファミは09/1に統合完了、親和銀行は10/1に実施

システム統合の全体像

オンライン管理化
手数料引落しは期日･金額とも
営業店管理

同一端末を複数人で使用不可
・オペを行わないオフテラー存在

残高証明書発行、手数料管理は
営業店が実施

振込不能分処理は営業店が実施

新規取引開設オペは営業店で全
て実施

為替専用端末（各店1台設置）
以外は為替送信不能

オペ結果の精査を全て手作業で
実施

通帳繰越は全て手作業で発行

事務システム統合前の姿

センター集中化

集中化事務の拡大

　・バックオフィス部門
　　　での業務拡大

　・システムレベルUPに
　　　よるオンライン化

窓口で為替送信可能

自動精査システムの導入

同一端末を複数人で使用　
可能

　⇒窓口･後方間の連携強化

オフテラーは廃止

システム発行

事務システム統合後

人員の互換性拡大

　・後方による機動的な
　　窓口サポート

窓口完結業務の拡大

　・システムのレベルUP
　・担当者権限の拡大

中計最終年度中計最終年度
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10/410/4月～月～

ＦＦＧＦＦＧ
第３次中計第３次中計

経
営
統
合

ＦＦＧ第２次中期経営計画（07/10月～10/3月）

②関連会社統合経営管理
システム

業務・　
インフラ

人財・組織

チャネル

意識・
ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ

経営統合の階層

グループ経営体制の確立 ② 第二次中計の総仕上げ

理念
戦略

～０８年度 ０９年度

飛躍的な成長に向けた助走ステージ

飛
躍
的
な
成
長
ス
テ
ー
ジ
の
実
現

業
務
統
合

意
識
統
合

(

統
合
初
年
度
に
完
了
）

↓
↓

③店舗統廃合

④システム統合

⑤事務共通化

⑦顧客リレーションの強化

⑥事業再生支援の
　取組み強化

⑧サービス品質の向上

379店（07/9末）
⇒335店体制へ

①本部業務効率化

09/1月熊ﾌｧﾐ

ｼｽﾃﾑ統合

福銀関連会社
へ集約

企画機能の
一元化

320店体制へ

共通機能の
完全集約

10/1月親和ｼ

ｽﾃﾑ統合

統合完了

不良債権問題解決

ﾘｽｸﾃｲｸ体制の再整備

09/2月分割実施

ｼﾝｸﾞﾙﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ体
制の総仕上げ

更なる効率化追求に
よる収益体質構築

ﾘｿｰｽ・ｺｽﾄ最適配分

グループの営業
基本方針として、
引続き実施

FFGｶﾙﾁｬｰ創造

経
営
イ
ン
フ
ラ
総
仕
上
げ
と
成
長
ス
テ
ー
ジ
へ
の
離
陸
態
勢
確
立

熊ﾌｧﾐ・親和の非効
率業務を廃止し、真
の営業推進体制を
構築

ｺｱﾊﾞﾝｸ・ｴﾘｱﾊﾞﾝｸ
によるﾏﾙﾁﾌﾞﾗﾝﾄﾞ営
業体制本格稼動

「顧客を知る」ことで
他行優位性確立

ｻｰﾋﾞｽ業の原点追
求による顧客基盤
拡大

ﾃｰﾏ

中計最終年度中計最終年度
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表紙

補足説明資料補足説明資料

Part ⅡPart Part ⅡⅡ
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外部の環境変化への対応と内部環境の整備を同時に実現する 新しい事業再生モデル を展開

景気後退局面・金融市場の混乱

中小企業金融の円滑化

景気後退局面・金融市場の混乱

中小企業金融の円滑化

外部環境要因外部環境要因

グループ経営体制の総仕上げ

本部業務効率化・経営資源の
適正配置

顧客リレーション強化

グループ経営体制の総仕上げ

本部業務効率化・経営資源の
適正配置

顧客リレーション強化

内部環境要因内部環境要因

　

企業の再建計画等の見直し

遊休不動産売却やM&A活動の減速

新たな不良債権の発生・処理の遅延

企業業績悪化企業業績悪化 信用リスク増加信用リスク増加

積極的なリスクテイクのための経営
体力不足

　

事業再生支援の足枷に

　
経
営
統
合

経
営
統
合

業
務
統
合

業
務
統
合

意
識
統
合

意
識
統
合

シングルプラットフォーム・
マルチブランドの一体経営

グループ銀行間の機能集約に
よる効率的な運用

　

　

グループネットワークを活か
したサービス品質の向上

ふくおかFGふくおかふくおかFGFG

福岡銀行福岡銀行福岡銀行熊本F銀行熊本熊本FF銀行銀行 親和銀行親和銀行親和銀行

会社分割 会社分割

事業事業

分割会社 分割会社

承継 会社

グループ銀行の事業再生関連部門を

福岡銀行に 会社分割 により結集

事 業 再 生 事 業

不良債権関連事業要対応 要整備

効果１．事業再生・不良債権問題解決の完遂

グループ内の組織、人材、ノウハウを結
集させ、情報の一元化と意思決定の迅速
化を図ることで、

“事業再生支援の加速化”と “充実した再

生メニューの徹底活用”が可能に

効果２．地域金融システムの安定

事業の集約により、積極的にリスク
テイクできる経営体力（財務体力・
営業戦力）を回復

地域特性を活かした中小企業金融の
円滑化を促進し、地域経済の活性化
に貢献

効果３．グループ経営資源の戦略的活用

事業再生支援に精通した専門人材をグ
ループ内で集中育成

業務の効率化により、営業部門への人
的リソースの再配置が可能となること
で、収益力強化にも貢献

事業再生支援の取組み強化(狙いと効果） 会社分割
の内容

会社分割
の内容
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ふくおかFGふくおかふくおかFGFG

福岡銀行福岡銀行福岡銀行　熊本F銀行　熊本　熊本FF銀行銀行 親和銀行　親和銀行　親和銀行　

分 割 型

吸収分割

事業事業

分割会社 分割会社承継 会社

事 業 再 生 事 業

不 良 債 権 関 連 事 業

福岡株式

福岡株式福岡株式

福岡株式

2
分 割 型

吸収分割

１１ 増 資 増 資

2

3

3‘

3

3‘

１ 増 資

スキームの概要（流れ）

会社分割後の熊本ファミリー銀行、親和銀行の自己資本増
強を目的に、分割の対象となる資産・負債の差額である純
資産相当額の第三者割当増資をふくおかFGが全額引受け

KFB：550億円、SWB：1,100億円

･･･

2 会社分割 事業再生事業・不良債権関連事業に帰属する事業部門、資
産負債、権利義務、人員等を福岡銀行が承継

（分割会社における帳簿価格で受入れ）

･･･

3 対 価
（無対価）

分割型吸収分割では、承継事業の対価として、承継会社
（＝福銀）の株式を受領後、当該株式を株主宛に剰余金の
配当として交付。

但し、本件は100%親会社の支配下にあるグループ銀行間

の分割のため、無対価（福銀株式の交付を省略）を選択

･･･

分割対象となる事業（部門）の概要

20名　※9名　※

対 象 人 員

対象となる

資産･負債

（権利義務）

08年

9月30日

時点

審査部　融資審議室審査部　融資審議室
対 　 　 象

事 業 部 門

事業再生事業

不良債権関連事業

対 象 事 業

熊本ファミリー銀行 親和銀行

お取引先における事業価値の毀損を極小化、または未然に防止
するために行う事業再構築の支援、金融支援などを行う事業

お取引先に対する与信管理やフォローアップを行う事業

※　対象事業に従事する従業員は、福岡銀行への転籍ではなく、
　 出向による異動とする （いずれも現時点における予定人員）

対象事業部門が所管するお取引先（＝事業再生ニーズ、不良
債権問題解決ニーズのある先）に対する貸出金、有価証券等
の資産、および関連負債

（権利義務）分割対象債権に係る全ての担保権　等

資　産 負　債

有価証券

貸出金

その他資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

投資損失引当金

0
533

1
73
0

▲138
－

その他負債 0

合　計 470

合　計 0

（単位：億円）

資　産 負　債

有価証券

貸出金

その他資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸倒引当金

投資損失引当金

127
1,633

3
172

7
▲759
▲56

その他負債 7

合　計 1,127

合　計 7

（単位：億円）

対象先数：約530先 対象先数：約780先

会社分割の全体像 会社分割
の内容

会社分割
の内容
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連
携

『銀行代理店』制度を活用し、（会社分割により福岡銀行へ）融資取引を移して頂いたお取引先が、従来どおりの取引銀行窓口を利用
して各種手続きやご相談ができる体制を準備。

日常的な金融サービス（預金・決済取引）と専門的な金融サービス（与信・事業再生）をグループネットワークの中で相互提供するこ
とにより、お取引先の利便性を維持するだけでなく、サービス品質の向上にも繋げる。

『銀行代理店』制度を活用し、（会社分割により福岡銀行へ）融資取引を移して頂いたお取引先が、従来どおりの取引銀行窓口を利用
して各種手続きやご相談ができる体制を準備。

日常的な金融サービス（預金・決済取引）と専門的な金融サービス（与信・事業再生）をグループネットワークの中で相互提供するこ
とにより、お取引先の利便性を維持するだけでなく、サービス品質の向上にも繋げる。

銀行代理店による銀行代理店による

各種サービスの代理・媒介各種サービスの代理・媒介

グループ銀行間
の振込手数料　
無料化 ※

グループ銀行間
の振込手数料　
無料化 ※

グループ銀行間
の自動送金　　
サービス手数料
無料化 ※

グループ銀行間
の自動送金　　
サービス手数料
無料化 ※

※分割対象となるお取引先からの融資返済資金・実行
　資金の振込、口座振替等に係るものに限る

そ の 他 の 利 便 性 維 持 策

【 銀行代理店の概要 】

熊本ファミリー銀行　福岡銀行代理店

　 親和銀行　福岡銀行代理店

拠　点 ：今回の会社分割の対象となるお取引
　先の現行取引店（予定）

取扱業務 ：上記拠点において福岡銀行の融資取
　引（与信業務）に係る各種手続きの
　媒介を行う他、相談の受付・
　取次ぎ等を実施

開始予定 ：2009年2月頃

銀行の委任を受けて、（委任）銀行のために銀行業務の全部、または一部の代理・媒介をするものを
いい、預金契約等の代理や媒介、資金の貸付け等の契約の代理や媒介、為替取引契約の代理や媒介を
行う。

　銀行代理業とは ･･･

（銀行法第2条14項）

【 代理店活用のイメージ 】

預金取引、決済取引、他

　 日常の金融サービス

熊本ファミリー銀行

●●支店

福岡銀行代理店

窓　口

預金取引、決済取引、他

　 日常の金融サービス

親和銀行

▲▲支店

福岡銀行代理店

窓　口

福岡銀行

○○支店

福岡銀行本部

（事業再生支援部門）

融資取引（与信業務）

各種相談　等

お取引先A

お取引先B

事業再生支援等に
関する専門的な　
金融サービス

融 資 実 行

融資手続き

書 類 提 出

相 談

日 常 取 引

日 常 取 引

融資手続き

書 類 提 出

相 談

融 資 実 行

再 生 支 援

再 生 支 援

銀行代理店の活用
会社分割
の内容

会社分割
の内容
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税効果会計への影響

熊本ファミリー銀行熊本ファミリー銀行熊本ファミリー銀行 親和銀行親和銀行親和銀行 福岡銀行福岡銀行福岡銀行

分
割
前

分
割
前

将来の5年間課税所得 543 601 2,874

将来減算一時差異 1,359 3,250 1,182
うち回収ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ可能分 543 576 1,094
（×実効税率）＝①繰延税金資産 219 233 440
うち回収ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ不能分 816 2,674 88

分割により移転する将来減算一時差異 ▲ 230 ▲ 1,472 1,702
うち回収ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ可能分 ▲ 179 ▲ 425 604
（×実効税率）＝②繰延税金資産 ▲ 73 ▲ 172 245
うち回収ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ不能分 ▲ 51 ▲ 1,047 1,098

分割時繰税額（①＋②） 146 61 685

（08/9）

分
割
時

分
割
時

（09/2）
本分割はグループ間組織再編に該当し、分割資産は簿価での移転となるため、損益インパクトはない

　 ⇒繰税＝熊ファミ73億円、親和172億円　　将来減算一時差異＝熊ファミ230億円、親和1,472億円　

簿
価
移
転

簿
価
移
転

決
算
時

決
算
時

（09/3）

■ 福岡銀行
承継する将来減算一時差異の回収スケジュール不能
（1,098億円）の内、現時点で合理的にスケジューリ
ングできる分を繰税に計上（P/Lヒット）

　⇒1,098億円の内、合理的にｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ可能な620億
円相当分（実効税率を乗じた250億円）を繰税計上

■ 熊ファミ＆親和
分割により減少した繰税の枠空き部分（熊ファミ73
億円、親和172億円）に繰税再計上（P/Lヒット）

　※両行は有税償却があるため、回収ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ可能となる

　⇒保守的に、熊ファミ45億円、親和120億円の繰税
　を計上（分割前より繰税額は減少）

税効果会計の適用により、子銀行の今年度の損益へ影響 ⇒ FFG連結にも影響

決算後繰税額（①＋②＋③） 191 181 935

③ ③

（注）P/Lインパクトは、いずれも昨年9月末の数字をベース
　　　に算出した見込みの数字である。

会社分割
の内容

会社分割
の内容
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国内預貸金平残・利回り 業績関連業績関連

32,896 34,972 35,550

14,189
14,954 15,600

4,886
4,777

6,360
290

2.02.1
1.9

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

福岡銀行（国内単体） 熊本ﾌｧﾐﾘｰ銀行（国内単体） 親和銀行（国内単体）

貸
出
金

預
金
・
Ｎ
Ｃ
Ｄ

（億円）

（億円）

6,849 6,322 5,810

2,793 2,888 3,010
330

187 262

2.7 2.7
2.6

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

11,478 10,238 8,360

2,960
3,197

3,360
1,180

1,215
1,066

2.5 2.5
2.4

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

40,489 40,586 40,580

26,784 28,880 30,620

0.1

0.3 0.3

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

3,924 3,990 4,010

8,043 7,689 6,940

0.2

0.3 0.3

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

9,952 9,284 8,520

11,668 11,514
10,730

0.1

0.3 0.3

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

利回り

法人 個人 公金

固定性・NCD流動性

利回り

会社分割
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国内預貸金の金利感応別内訳 業績関連業績関連

国内貸出金（国内貸出金（08/1108/11末）末） 国内資金（国内資金（08/1108/11末）末）

市場金利連動
19.2％

短プラ連動･基準
31.3％固定住宅ローン

17.5％

長期固定
31.4％

NCD
4.2％

有利息流動性
41.7％定期性預金

43.1％

※内訳は劣後受益権を除く

無利息流動性
11.0％

福岡銀行 熊本ファミリー 親和銀行

13.5% 12.0% 16.2% 18.0%

8.0% 10.3% 0.0% 3.7%

21.5% 22.3% 16.2% 21.6%

変動プライム基準 17.8% 14.8% 24.7% 26.4%

市場金利連動 11.2% 12.8% 3.1% 10.4%

29.1% 27.5% 27.7% 36.8%

固定住宅ローン 17.5% 18.3% 16.7% 14.5%

48.9% 50.2% 55.8% 38.5%

78.0% 77.7% 83.5% 75.3%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

3行合算

短期プライム基準

短期スプレッド

短期貸出金

長期貸出金

合計

長期変動

長期固定

福岡銀行 熊本ファミリー 親和銀行

41.7% 45.6% 31.6% 32.5%

11.0% 11.5% 5.7% 12.2%

52.7% 57.1% 37.3% 44.7%

コア預金 32.6% 28.5% 51.2% 37.5%

大口定期 10.5% 9.5% 11.6% 13.8%

43.1% 38.0% 62.7% 51.3%

4.2% 4.9% 0.0% 4.0%

47.3% 42.9% 62.7% 55.3%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

3行合算

有利息流動性

無利息流動性

流動性預金

定期性預金・NCD

合計

定期性預金

NCD

3行合算 3行合算
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有価証券

974

2,439 2,366

257 220

5,633 5,782

5,578
4,812

832

297

106

08/3末 08/9末 09/3末 10/3末

2.32
2.41

2.27

2.95
2.85

2.93

07/3末 08/3末 08/9末 09/3末 10/3末

有
価
証
券
残
高
（
時
価
あ
り
）

デ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

株　式株　式

国　債国　債

地方債地方債

社　債社　債

外債等外債等

96

1,450 1,539

9 1

649 560

1 1

121

▲ 18 ▲ 22

08/3末 08/9末 09/3末 10/3末

2.52

2.34 2.37

07/3末 08/3末 08/9末 09/3末 10/3末

国　債国　債

地方債地方債

社　債社　債

外債等外債等

131

3,640
3,292

180

203

1,438
1,865

209 171

247

▲ 43 ▲ 48

08/3末 08/9末 09/3末 10/3末

2.48

1.48

0.25 0.25

2.47
2.35

07/3末 08/3末 08/9末 09/3末 10/3末

国　債国　債

地方債地方債

社　債社　債

外債等外債等

評価差額評価差額

外債外債

円債円債

外債外債

円債円債
円債円債

評価差額評価差額 評価差額評価差額

株　式株　式 株　式株　式

14,88014,880
14,01214,012 2,2292,229 2,1972,197

5,7155,715 5,6615,661

（年）

福岡銀行（連結） 熊本ﾌｧﾐﾘｰ銀行（連結） 親和銀行（連結）

（見込み） （計画） （見込み） （計画） （見込み） （計画）

（見込み） （計画）（見込み） （計画）（見込み） （計画）

業績関連業績関連
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営業関連計数 （住宅ローン・資産運用商品）

2,057
2,250

1,911

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

資
産
運
用
商
品
販
売
額

418
378

480

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

471 463 430

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

（億円）

福岡銀行 熊本ﾌｧﾐﾘｰ銀行 親和銀行

住
宅
ロ
ー
ン
実
行
額

（億円）

521

649

430

1,564

761

509

523444

1,443
1,840

207

546

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

4,1324,132

3,1933,193

2,1102,110

115

74

47

129
233 173

213

166

136

62 85

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

169

195

162
141

265

101 75

449

575

61
1

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

371371

555555
509509

871871

686686
636636

年金保険

投資信託

外貨預金

公共債

業績関連業績関連
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経費

福岡銀行 熊本ﾌｧﾐﾘｰ銀行 親和銀行

329 320 324

330 360 355

46 47 57

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

税金

人件費

物件費

89 91 80

72 79
79

9
10

11

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

146 127 128

138
130 125

19

18 16

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

経
費

（億円）

705705 728728 736736

170170
180180

170170 303303

275275 269269

コ
ア
O
H
R

※コアOHR=経費÷業務粗利益（国債等債券損益を除く）

50%台
半ば55.40%53.90%

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

70%台
前半

68.90%

61.00%

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

61.10%

68.20%

70%台
半ば

FY06 FY07 FY08見込 FY09見込

業績関連業績関連
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長崎県熊本県福岡県

県内マーケットシェア県内マーケットシェア

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

96/3末 98/3末 00/3末 02/3末 04/3末 06/3末 08/3末

※ 統合前の西日本ｼﾃｨは西日本銀行と福岡ｼﾃｨ銀行の合計

西日本シティ銀行（※）

信金・信組・労金・農協等

福岡銀行福岡銀行

主要行

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

96/3末 98/3末 00/3末 02/3末 04/3末 06/3末 08/3末

西日本シティ銀行（※）

信金・信組・労金・農協等

福岡銀行福岡銀行

主要行

郵便局

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

96/3末 98/3末 00/3末 02/3末 04/3末 06/3末 08/3末

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

96/3末 98/3末 00/3末 02/3末 04/3末 06/3末 08/3末

熊本ファミリー銀行熊本ファミリー銀行

信金・信組・労金・農協等

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

96/3末 98/3末 00/3末 02/3末 04/3末 06/3末 08/3末

※データ：金融ジャーナル（全業態ベース）

熊本ファミリー銀行熊本ファミリー銀行
信金・信組・労金・農協等

肥後銀行

郵便局

主要行

肥後銀行

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

96/3末 98/3末 00/3末 02/3末 04/3末 06/3末 08/3末

主要行

親和銀行親和銀行

十八銀行

信金・信組・労金・農協等

主要行

郵便局

主要行

十八銀行

信金・信組・労金・農協等

親和銀行親和銀行

貸出金　153,190億円
預　金　282,970億円

貸出金　36,275億円
預　金　90,079億円

貸出金　30,530億円

預　金　72,178億円

【08/3末県内残高】 【08/3末県内残高】 【08/3末県内残高】

29.0%

22.5%

21.4%

11.4%

31.0%

21.2%

その他その他

預　

金

貸
出
金
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『中小企業金融の円滑化』に向けた取組み①

5,000

5,250

5,500

5,750

6,000

6,250

07/3 07/9 08/3 08/9 08/11

BOFの中小企業等貸出金
残高（オール）

熊本県内におけるKFBの
中小企業等貸出金残高
（正常先）

長崎県内におけるKFBの
中小企業等貸出金残高
（正常先）

4,000

4,250

4,500

4,750

07/3 07/9 08/3 08/9 08/11

34,000

36,000

38,000

40,000

07/3 07/9 08/3 08/9 08/11

保証協会付保融資の推進保証協会付保融資の推進 適切なリスク管理と引当適切なリスク管理と引当

取引先とのリレーション強化取引先とのリレーション強化 経営改善支援の取組強化経営改善支援の取組強化

地域密着型金融の実践を通じて、地域経済の活性化
と中小企業金融の円滑化に対応

中小企業取引の基盤拡大と信用コストの抑制

～ 環境変化（景気後退・規制の見直し等） ～

中小企業貸出は地域金融機関の経営の根幹であり、地域密着型金融の実践を通じて、地域経済の活性
化と中小企業金融の円滑化に積極的に対応。

適切なリスク管理を維持しつつ、昨今の環境変化や規制の見直しを中小企業取引の基盤拡大に繋げる。

中小企業貸出は地域金融機関の経営の根幹であり、地域密着型金融の実践を通じて、地域経済の活性
化と中小企業金融の円滑化に積極的に対応。

適切なリスク管理を維持しつつ、昨今の環境変化や規制の見直しを中小企業取引の基盤拡大に繋げる。

（注）中小企業＋個人（除く公金・FFG向け）

・
会
社
分
割
に
よ
り
営
業
強
化
と
リ
ス
ク
テ
イ
ク
が
可
能

・
県
内
正
常
先
は
増
加
へ

・
順
調
に
拡
大

その他その他

（億円）

（億円）

（億円）
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中小企業の資金繰り支援のため「セーフティネット保証」等を積極的に活用。中小企業の資金繰り支援のため「セーフティネット保証」等を積極的に活用。

　融資推進先フォローアップ運動（BOF）　融資推進先フォローアップ運動（BOF）

　経営改善支援の取組強化　経営改善支援の取組強化

　取引先とのリレーションの強化　取引先とのリレーションの強化

　保証協会付保融資の積極活用　保証協会付保融資の積極活用

　地域密着型金融の実践　地域密着型金融の実践

選定先（約5千社）の貸出残高は、前年同期比+約1千億円（+約9%）増加選定先（約5千社）の貸出残高は、前年同期比+約1千億円（+約9%）増加

特定取引先を選定し、本部主導で経営改善支援に取組み

「経営改善マニュアル」を営業店に配布・活用

FFGネットワークを活かした販路拡大や経営改善計画等のサポート

特定取引先を選定し、本部主導で経営改善支援に取組み

「経営改善マニュアル」を営業店に配布・活用

FFGネットワークを活かした販路拡大や経営改善計画等のサポート

取引先の問題認識を共有し、資金繰りや経営改善等に早い段階で対応取引先の問題認識を共有し、資金繰りや経営改善等に早い段階で対応

「セーフティネット保証」「緊急保証制度」等の積極活用

地公体等との連携（中小企業支援スキーム等の協議）

「セーフティネット保証」「緊急保証制度」等の積極活用

地公体等との連携（中小企業支援スキーム等の協議）

動産・債権担保融資、知的財産担保融資の推進、スコアリングモデルの高度化

ビジネスマッチング、事業承継、M&A、事業再生等の支援

中小企業専用相談窓口の設置、休日相談窓口(年末資金繰り対応)の設置

動産・債権担保融資、知的財産担保融資の推進、スコアリングモデルの高度化

ビジネスマッチング、事業承継、M&A、事業再生等の支援

中小企業専用相談窓口の設置、休日相談窓口(年末資金繰り対応)の設置

2,015

797

923

1,803

1,700 1,651
1,611

644688711757

885
1,006

1,129

1,264

0

500

1,000

1,500

2,000

07/3 07/9 08/3 08/9 08/12

（億円）

『中小企業金融の円滑化』に向けた取組み② その他その他

中小企業支援の取組状況 信用保証協会付保融資残高の推移（速報ベース）
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マクロ指標　① 鉱工業生産・企業倒産

出所：経済産業省、福岡・熊本・長崎県
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福岡
全国

長崎

熊本

九州

総合指数推移
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140
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'07年10月 '08年1月 4月 7月 10月

自動車

九州全体

半導体

情報化関連

九州の業種別指数推移

鉱工業生産指数

足下弱含み

主要産業の減速

その他その他

鉱工業生産指数は、これまで牽引役だった主要産業の落ち込みを受けて、足下弱含みの推移。

企業倒産は、件数・１件当たりの負債金額ともに増加傾向が続いている。

鉱工業生産指数は、これまで牽引役だった主要産業の落ち込みを受けて、足下弱含みの推移。

企業倒産は、件数・１件当たりの負債金額ともに増加傾向が続いている。

企業倒産企業倒産企業倒産

出所：東京商工リサーチ

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

全国 九州 福岡 熊本 長崎

倒産件数

30件長崎

26件熊本

99件福岡

256件九州

2,706件全国

08年10・11月

2ヶ月間の倒産件数

　グラフは左から順に07年度4Q、
08年度1Q・2Q・3Q・4Q（10・11
月、を1.5倍に調整）

　083Q１とする指数

0

2

4

6

8

全国 九州 福岡 熊本 長崎

(億円)
1件あたり負債額

グラフは左から順に07年度4Q・08年
度1Q・2Q・3Q・4Q（10・11月）

17億円
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マクロ指標　② 県内貸出金・預金

出所：日本銀行

-4

-2

0
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4

05/6 05/10 06/2 06/6 06/10 07/2 07/6 07/10 08/2 08/6 08/10

全国

福岡

熊本

長崎

九州

貸出金は、福岡・熊本にて全国を上回る伸び率を示していたが、足下はやや後れを取っている。

預金は、福岡・熊本の伸び率が９月に一旦鈍化したが、足下回復傾向。一方で、長崎は、貸出金・預金ともに依然伸び率低調。

貸出金は、福岡・熊本にて全国を上回る伸び率を示していたが、足下はやや後れを取っている。

預金は、福岡・熊本の伸び率が９月に一旦鈍化したが、足下回復傾向。一方で、長崎は、貸出金・預金ともに依然伸び率低調。
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（％） （％）増加傾向だが全国
の伸びには及ばず 足下回復傾向

出所：日本銀行

銀行預金増加率（前年同月比）銀行貸出金増加率（前年同月比）

その他その他
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本日の会社説明会に関するご照会先

本日は、弊社会社説明会にご参加いただきましてありがとうございます。

本日配布いたしました資料に記述されている将来の業績予想等につきましては、経営環境の

変化等に伴い、予想あるいは目標対比変化し得ることにご留意ください。

なお、本資料の全部又は一部を当社の承諾なしに公表又は第三者に伝達することはできませ

んのでご注意下さい。

株式会社 ふくおかﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 経営企画部

　電 話 ０９２－７２３－２５０２

　ＦＡＸ ０９２－７２１－５７９８

　E-mail     ffg-ir@fukuoka-fg.com 

　ＨＰ　　 http://www.fukuoka-fg.com

　担当者 横田、廣田、藤井、井上、東


